
                    

４ 今後の職業能力評価制度のあり方＜提言＞ 

○ 人口減少や少子高齢化、経済のｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化が進む中、我が国産業の生産性・競争力の向上を図る観点からの「人材力強化」の必要性。 

○ 産業構造の変化やｼﾞｮﾌﾞ型労働市場の拡大等に対応した個人の円滑なｷｬﾘｱｱｯﾌﾟや転職支援、非正規雇用労働者等の「多様な働き方」実現支援の必要性の高まり。 

１ はじめに＜検討の前提＞ 

    「日本再興戦略」（平成25年６月14日閣議決定）等を踏まえ、業界検定等の能力評価の仕組み＜非正規雇用労働者等のｷｬﾘｱﾗﾀﾞｰ（はしご）＞を整備、職業能力の 

  「見える化」を促進することが喫緊の課題。これに併せ、現行の技能検定制度をはじめとする職業能力評価制度・体系の在り方について、労働市場政策の観点から 

  検討、論点・方向性の明確化を図る必要性。 

○ 非正規雇用労働者等のｷｬﾘｱｱｯﾌﾟ上の必要性が高く、現在、公的な検定等職業資格制度の未確立な職域（対人ｻｰﾋﾞｽ職種等）を 

 重点に、新たな業界検定を整備する必要性。 業界団体等が、現場で求められる実践力などの職業能力を直接把握・分析の上、検  

 定等の評価手法を開発・運用し、国の弾力性ある関与の下で質保証・支援。業界共通の職業能力の「ものさし」として、労働者個人  

 や企業の活用のｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ形成、採用・人事の基準としての位置づけ・活用を目指すもの。能力の多様化や変化にも柔軟に対応で 

 きる、仕事ぶり評価等を含めた多様かつ実践的な評価ﾂｰﾙとしての整備が期待。 

○ 技能検定制度は、産業競争力向上の基盤として、ものづくり人材養成等の政策的観点からも、国家検定制度としての継続的・安 

 定的運用を図りつつ、採用等での活用を念頭に、試験実施方式や試験内容の改訂、ものづくり人材養成の裾野（３級等）拡大等の 

 見直しの必要性。 

○ 職業能力評価と教育訓練ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑとの、共通の人材像に基づく一体的な開発・運用、ｼﾞｮﾌﾞ･ｶｰﾄﾞの活用、ﾏｯﾁﾝｸﾞ上での積極的活 

 用等、職業能力評価と教育訓練等の統合的な運用の仕組みを整備する必要性。 

○ 多様な働き方の実現等に関わるﾓﾃﾞﾙの普及・促進の検討に当たっても、「職業能力の見える化」ﾂｰﾙを有効活用。 
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○業種・職種固有能力 

（企業特殊能力） 

（業界内共通能力） 

○価値観、人格、動機等、 
職業能力の基底 

●知識 ●技能 

●実践力 

○ 労働市場政策上の職業能力評価施策の必要性・ 緊 

 急性、有効性、実効性の各観点から、以下が重点分野。 

 ・ 対象労働者像：能力開発に係る外部性が高い、非正 

  規雇用労働者等、ｷｬﾘｱ形成上の重大な課題を抱える 

  各層 

 ・ 評価する能力：ｼﾞｮﾌﾞ型労働市場を形成する業種・ 

  職種の業種・職種固有かつ業界内共通の職業能力 

 ･  ﾚﾍﾞﾙ（能力水準）：ｴﾝﾄﾘｰﾚﾍﾞﾙ以上概ねﾐﾄﾞﾙまでの 

  能力水準 

 ・ 労働移動の形態：企業内ｷｬﾘｱｱｯﾌﾟや同一業種・ 

  職種内企業間の労働移動  

○ 職業能力の構造として、企業特殊能力、業界内共通能力、業種・職種共通に求められる 

 基礎能力に分類可能。 

○ 知識・技能は、業種・職種固有能力。実践力は、業種・職種共通能力と業種・職種固有 

 能力の両方の側面。  → 図の赤枠が今回の検討上の重点対象。 

○ 現行の職業能力開発促進法でも、職業訓練と職業能力検定を二本柱に位置づ 

 け。職業能力評価と職業訓練、職業訓練と就職支援は、職業能力開発促進法・雇 

 用対策法上、密接に連動した制度設計。 

○ 技能検定制度は、「労働者の職業意識・能力向上の目標として役立つ」、入職促 

 進や企業活動上のｱﾋﾟｰﾙ等の利点を有し、その他試験・制度などにも連動し活用。 

 一方、名称独占型としての信頼性確保のため、国による強い関与の仕組みを設け、  

 対人ｻｰﾋﾞｽ要素の強い分野など、職業能力の変化・多様性の程度が相対的に高い  

 分野には親和性が低い。 

○ 雇用吸収力が高く、非正規雇用労働者が集積する職域でもある対人ｻｰﾋﾞｽ職等 

 で、ﾏｯﾁﾝｸﾞ等に活用できる実践的で信頼性ある能力評価の仕組みが未確立。 

○ 技能検定等職業資格について、従業員の職業能力開発に向けた目標設定等で 

 は積極的に活用、ﾏｯﾁﾝｸﾞ場面では「参考程度」の位置づけが通例。 

○ 英・独・米など各国の目的や背景に応じ、職業能力評価体系を整備。共通的な特 

 徴として、「職業能力開発」と「職業能力評価」が車の両輪として制度設計、教育訓 

 練や学位との連動性を重視。 
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労働市場における流動性、 
能力開発に係る外部性大 

２ 検討の基本的視点 ３ 職業能力評価やその関連制度の現状・課題分析 

労働市場政策における職業能力評価制度のあり方に関する研究会報告書概要 
～新たな業界検定の整備等による「職業能力の見える化」を通じ、培われた職業能力が適切に評価され、ｷｬﾘｱｱｯﾌﾟや人材力強化が図られる労働市場の実現を目指して～ 


